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1.わが国の財政状態

2財務省資料より



財政収支の要因分解 政府純債務

歳入増加と歳出削減
の重要性
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4財務省資料より
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• 日本の場合、財務省によると、国債金利が１％上
昇すると、金利負担は、2013年度+1.0兆円、2014
年度+2.4兆円、2015年度+4.1兆円増加するとの試
算。 財務資料より



社会保障・税一体改革
（１）個人所得課税

○各種控除の見直しや税率構造の改革を実施。

○給付付き税額控除については、番号制度等を前提に、社会保障制度の見直しと併せて検討。

○金融証券税制について、金融所得課税の一体化に取り組む。

（２）法人課税

○課税ベースの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げ（中小法人に対する軽減税率についても
同様）。

（３）消費課税

○消費税（国・地方）については、本成案に則って所要の改正。いわゆる逆進性の問題につい
ては、消費税率（国・地方）が一定の水準に達し、税・社会保障全体の再配分を見てもなお対策
が必要な場合には、複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基本に総合的に検討。

（４）資産課税

○相続税の課税ベース、税率構造の見直しによる負担の適正化及び贈与税の軽減等。

（５）地方税制

○地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源確保の観点から、地方消
費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すことなどにより、税源の偏在性が小さ
く、税収が安定的な地方税体系を構築。

（６）その他

○社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税環境の整備等。
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日本の総人口の減少は2008年から

なぜ、消費税か？
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純負担率（％）

将来世代の純負担率：
51.4%

世代間格差の存在

参政権あり参政権なし

(出典)増島・島澤・村上「世代別の受益と負
担」2009年ESRI Discussion Paper Series No.217

投票率を加味し
た有権者多

将来世代の生
涯純負担率：

51.4%



所得税では、少なくなる一方の勤労世代に過
重の負担
–非正規雇用、失業の増加

–すべての世代で広く負担

何を持って担税力とみなすか？
–所得か資産か消費か

課税の基本原則「公平」「中立」「簡素」

• 公平性－垂直的公平と水平的公平

所得捕捉格差の存在
– 9・6・4or10・5・3

• 徴税の簡素・効率化
–税：国税庁、社会保険料：日本年金機構等
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内閣官房資料より
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• 身の回りの“マイナンバー”

• 「出席番号」「運転免許証」「保険証番号」「パス
ポート」「年金番号」「診察券」「ポイントカード」
「会員番号」etc

–すでに日常生活では馴染み深い仕組み

• 国民を一括管理するわけではなく、税・社会保
障の分野に限って氏名・住所・性別・生年月日
の４情報と関連づけた個人番号を付番する。

– 「消えた年金問題」「定額給付金（子ども手当）」「軽
減税率」

マイナンバー制度の意義
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• 国の本来の役割：国民の安全・安心を保障し、
必要な者に必要な行政サービスを（効率的に）
提供する。
–国民の所在把握必要

• 「戸籍制度」「住民登録制度」「国勢調査」
–世帯単位で把握

• 個人での身分証明
–運転免許証、パスポート、保険証、住民基本台帳
カード

–自分が自分であることを証明する（高齢者の免許
証返納）

• 漢字（外字）の問題
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• 行政コストの圧縮。
– 生活保護の不正受給。

– 検査や投薬の重複削減

• エストニア
– eIDとX-Road →ネット投票

• スウェーデン、デンマーク、スロベニア、オーストリ
ア、韓国、アメリカ、イタリア、カナダ、オーストラリ
ア、ドイツ、オランダ

• 国による統制が弱く、利用範囲が広い アメリカ

• 国による統制が強く、利用範囲が広い 北欧諸国

• 国による統制が強く、利用範囲が狭い ドイツ

海外での事例
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メリット

• 縦割り行政からの脱却

• 紙文書の電子化

• 「小さな政府」「大きな政府」の不毛な対立で
はなく、「効率的な政府」の

実現

• 電子政府の強化

–手続きの簡素化（一括処理）

–役所に行かなくても

• マイ・ポータル
– 申請主義からお知らせ主義へ
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まとめると・・・

• 国民と政府の間の金銭的なやり取りのデータを
国民一人ひとりに割り振った番号で一元管理
するため、負担と受益の状況を政府や国民自
が把握しやすくなる。

• 社会保障の事務の効率化や給付漏れ、二重
給付を防ぐことが可能。

• 国民の所得をヨリ正確に捉えることが可能とな
るので、生活保護や税還付等の低所得者対
策がきめ細かく実行できる。
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デメリット

• マイ・ポータル（web site）
– IT弱者の存在

• ＩＣチップ付きカード

–盗難・紛失etc
• 情報の漏洩

–安心・安全な制度運用：目的外の特定個人情報
の収集・保管の作成禁止、個人情報へのアクセス
記録を自ら確認できるマイ・ポータルの構築、個人
番号情報保護委員会（第三者機関）による監視・
監督
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